
1 

 

22,753 22,365 21,942 21,651 21,125 20,581 20,143 19,943 

99,859 99,517 98,318 99,670 100,542 99,531 96,743 92,147 

18,910 23,009 28,303 31,495 32,957 35,169 37,979 41,443 

141,522 144,891 148,563 152,816 154,624 155,281 154,865 153,533 

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

H17

（2005）

H22

（2010）

H27

（2015）

R2

（2020）

2025 2030 2035 2040

15歳未満 15歳～65歳未満 65歳以上

（人）

1,747 1,721 1,684 1,581 1,635

1.42 1.45 1.44 1.43 1.42

1.46
1.57 1.56

1.54 1.54

1.77 1.76 1.74
1.62 1.67

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

H26 H27 H28 H29 H30

合計特殊出生率

出生数 合計特殊出生率（全国）

合計特殊出生率（愛知県） 合計特殊出生率（刈谷市）

出生数
（人）

 

刈谷市の男女共同参画を取り巻く現状と課題（案） 

 

１ 統計データからみる刈谷市の現状 

（１）刈谷市の人口の状況 

本市の総人口は平成 27 年国勢調査で 148,563 人となっており、これまで継続的に増加して

きました。しかし、推計によれば 2030 年をピークに人口が減少局面に入ることが見込まれて

います。出生数も減少傾向にあり、全国等と比較してゆるやかではありますが、本市において

も少子高齢化が進行していくことが予測されます。 

 

■人口の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 27 年までは国勢調査、令和 2 年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計 

 

■合計特殊出生率・出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「愛知県衛生年報」、刈谷市（各年 10 月 1 日） 
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本市の平成 27 年国勢調査の年齢別人口構成をみると、女性より男性の人口が 7,000 人程度

多くなっており、特に第二次産業が盛んな本市の特性を背景に、20 歳代～50 歳代前半までの

男性人口のボリュームが大きくなっています。65 歳以上では平均寿命の差などにより女性の

人口が男性の人口を上回り、今後の推計によると 2040 年にはより一層高齢層における女性の

割合が高まることが見込まれています。 

 

■刈谷市の年齢別人口構成（平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 27 年国勢調査 

■刈谷市の年齢別人口構成（2040 年推計値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国立社会保障・人口問題研究所による推計 
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（２）刈谷市の世帯の状況 

本市の世帯数は継続して増加傾向にありますが、一方で世帯あたり人員数は減少していま

す。世帯の構成割合を全国、愛知県と比較すると、本市は「単独世帯」の割合がやや高くなっ

ており、三世代世帯等を含む「その他の世帯」の割合が低くなっています。 

また、ひとり親世帯の状況をみると、母子世帯は引き続き増加している一方、父子世帯は横

ばいとなっています。高齢者世帯の状況では、高齢（65 歳以上）単身世帯、高齢夫婦世帯

（夫 65 歳以上妻 60 歳以上の夫婦 1 組のみの一般世帯）といった高齢者のみの世帯は増加を

続けており、高齢単身世帯のうち、約６割が女性となっています。 

■刈谷市の世帯数、世帯あたり人員数の推移         ■世帯構成の比較（全国、愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査                資料：平成 27 年国勢調査 

■母子・父子世帯数の推移              ■ひとり親世帯の男女比 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査                   資料：平成 27 年国勢調査  

■高齢単身世帯・高齢夫婦世帯の推移        ■高齢単身世帯の男女比  

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査                   資料：平成 27 年国勢調査  
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（３）刈谷市の男女の就業の状況 

産業分類別の状況をみると、男女ともに全国、愛知県に比べて第二次産業の割合が高いこと

が本市の特徴となっています。性別で比較すると、男性に比べて女性は第三次産業に従事する

割合が高くなっています。 

また、本市の雇用者（会社員、団体職員、公務員、個人商店の従業員など、会社、団体、個

人、官公庁、個人商店などに雇われている者）における職業上の地位を性別でみると、男性に

比べて女性は「パート・アルバイト・その他」といった非正規の就業形態が多いことがうかが

えます。男性では全国、愛知県に比べて「正規の職員・従業員」の割合が高くなっています

が、女性ではそのような傾向はみられず、全国よりも「正規の職員・従業員」の割合が低くな

っています。 

 

■産業分類別就業者数（男性）            ■産業分類別就業者数（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 27 年国勢調査 

 

■雇用者の従業上の地位（男性）          ■雇用者の従業上の地位（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 27 年国勢調査 
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（４）刈谷市の女性の労働力率の状況 

わが国の女性の年齢別労働力率は、30 歳代の出産・子育て期に一度低下し、その後再び上

昇するＭ字カーブを描いています。本市においても同様の傾向がみられますが、全国や愛知県

と比べて、30 歳代の労働力率が特に低くなる傾向がみられます。女性の有配偶者に限定して

みても全国、愛知県と比べて 30 歳代の労働力率の落ち込みが目立っています。このことか

ら、本市では出産・子育て期に就労を継続する女性が比較的少ないことが想定されます。 

■女性の労働力率の状況（全国、愛知県比較）     ■有配偶女性の労働力率の状況（全国、愛知県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 27 年国勢調査 

 

（５）保育等の状況 

本市の保育所に通所する乳幼児数は増加傾向にあり、背景には共働き家庭の増加や核家族化

により祖父母等の協力が得られにくい環境があると考えられます。特に０～２歳の低年齢児の

利用が増加しており、平成 20 年には園児数に占める０～２歳児の割合が 29.3％だったものが

平成 30 年には 36.0％となっています。 

■保育所通所児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷の統計 
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（６）さまざまな分野における女性割合の状況 

審議会等における女性委員の割合についてみると、本市では平成 28 年までは微減傾向にあ

りましたが、平成 29 年にかけて５ポイント以上増加し、以降継続して増加しています。平成

31 年には 29.18％となり、愛知県平均を上回っています。 

本市の市議会議員に占める女性議員の割合は平成 31 年で 11.1％となっており、経年でみて

微増を続けているものの、愛知県平均を下回る状況が続いています。 

また、刈谷市役所における女性管理職割合は微増傾向にあります。 

地区委員における女性割合は４％前後で推移しており、増加はみられません。 

 

■審議会等における女性委員の割合          ■市議会における女性議員の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：あいちの男女共同参画（各年４月１日時点） 

 

■刈谷市役所における女性管理職の割合        ■地区委員における女性委員の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷市市民協働課 
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（７）ドメスティック・バイオレンス等の状況 

ドメスティック・バイオレンスに関しての相談件数は、平成 28 年度以降、増加傾向にあり

ます。保護件数は年度あたり数件で推移しています。 

 

■ＤＶ等に関する状況 
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２ アンケート・ヒアリングからみる現状と課題 
 

市民や事業所、事業に関わる刈谷市役所職員、団体活動者の、男女共同参画に関する意識や

実態、意見等を把握し、計画づくりに活用することを目的として各種アンケート調査、ヒアリ

ング調査を実施しました。 

 

■アンケート調査の実施概要 

区分 市民意識調査 事業所等実態調査 職員意識調査 

対象 
20 歳以上の市民から無作

為に抽出した男女各 1,000

人、計 2,000 人 

従業員 10 人以上の市内事

業所 386 社 

刈谷市役所職員（臨時・再任

用職員を含む） 

調査期間 
令和２年 

１月 14 日～２月３日 

令和２年 

１月 14 日～２月３日 

令和２年 

１月 10 日～１月 31 日 

調査方法 
郵送による配布・回収 

（ハガキによる督促１回） 

郵送による配布・回収 

（ハガキによる督促１回） 

庁内メールを通じた回答また

は直接配布・直接回収 

配布数 2,000 386 2,259 

回収数 830 168 1,532 

回収率 41.5％ 43.5％ 67.8％ 

 

■ヒアリング調査の実施概要 

区分 事業所 団体 職員 

対象 

事業所実態調査に回答いた

だいた事業所のうち、事業

規模、業種等を踏まえた７

社 

刈谷市内で活動する団体の

なかから、男女共同参画に

関連の深い活動を行ってい

る 19 団体 

刈谷市職員のうち、性別、年

代、役職等を踏まえて抽出し

た 16 名 

調査期間 令和２年 ４月～５月 令和２年 ４月～５月 令和２年 ４月～５月 

調査方法 シートを通じた調査 シートを通じた調査 
シートまたは面談による聞き

取り調査 

 

以下では、○･･･市民意識調査、◆･･･事業所等実態調査、▽･･･職員意識調査、☆･･･各種ヒア

リング調査結果を示しています。 

 

（１）男女の地位の平等感や固定的な性別役割分担意識について 

○男女の地位の平等感は、経年でみて多くの分野で男性優遇の割合が上昇し、平等である割合

が減少しています。 

○「職場」は男性優遇の割合が高いものの、経年でみて男性優遇の割合が減少し、平等である割

合が増加していることから、やや状況が改善していると考えられます。一方で、依然として

男性優遇の割合が高く推移し、平等である割合が減少している分野は「政治の場」「法律や制

度の上」となっており、特に課題が残る分野であると言えます。 
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令和元年度

【学校教育の場】

平成21年度

平成26年度

令和元年度

【地域活動の場】

平成21年度

平成26年度

令和元年度

【政治の場】

平成21年度

平成26年度

令和元年度

【法律や制度の上】

平成21年度

平成26年度

令和元年度

【社会通念・慣習 ・しきたりなど】

平成21年度

平成26年度

令和元年度

【社会全体として】

平成21年度

平成26年度

令和元年度

○「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方は、男女ともに『賛成』よりも『反対』

の割合が高くなっています。経年でみると、平成 21 年度、平成 26 年度と比較して『賛成』

が減少して『反対』が増加しています。 

■『男性優遇』と『平等』の割合の経年比較（市民意識調査） 

               〔男性優遇〕            〔平等〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方の経年比較（市民意識調査） 

  

平成 21 年度（Ｎ=1,094） 

平成 26 年度（Ｎ=867） 

令和元年度（N＝830） 
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課題 

・職場における平等感がやや高まっている状況が見られるものの、依然として多く

の分野で男性優遇感が根強く残っています。 

・市民の意識の上では、徐々に固定的な性別役割分担意識が薄らいでいると言えま

すが、各分野の実態はあまり変化していない状況です。 

 

 

 

（２）女性の活躍について 

○女性が職業を持つことに対する考えは、男女ともに「結婚、出産、育児にかかわらず、ずっと

職業を持ち続けるほうがよい」の割合が最も高くなっています。また、経年でみても「結婚、

出産、育児にかかわらず、ずっと職業を持ち続けるほうがよい」が増加しており、就労継続型

の働き方が支持されてきていると言えます。 

○管理職につくことを望むかは、「望む」が女性は 14.4％、男性は 35.9％となっており、差がみ

られます。管理職以上に昇進するイメージで男女差が最も大きいものは「仕事と家庭生活の

両立が困難になる」で女性が上回っており、その差は 18.2 ポイントとなっています。 

◆女性の職場での活躍について、「積極的に推進している」が 31.5％、「積極的とは言えないが、

推進している（していく予定）」が 39.3％と、合わせて 70.8％の事業所が女性の活躍推進の

方向性を持っています。 

◆女性の管理職登用の考えについては、「積極的に登用していきたい」が 19.0％、「できるだけ

登用していきたい」が 41.1％となっており、合わせて 60.1％が女性登用に前向きとなってい

ます。 

◆女性活躍を推進するうえでの課題は、「家事や育児の負担を考慮する必要がある（時間外労働、

深夜勤務させにくい）」が 34.5％と最も高くなっています。 

☆事業所ヒアリングでは、女性の管理職登用にあたっての工夫として、全国転勤が可能な社員

のみの昇進としていた規定を撤廃した事業所や、人事部門に女性相談窓口を設置したり、積

極的に育成計画を策定するなどの取組を行っている事業所がみられました。 

☆事業所ヒアリングでは、近年女性の求職者や応募が増加していると回答する事業所が多くみ

られました。一方で、採用において一部では「事務職は女性」という意識が残っているという

意見も聞かれました。 
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34.6 35.6

43.4

36.4 36.8

27.7

0.0

20.0

40.0

60.0

平成21年度

（Ｎ=1,094）

平成26年度

（Ｎ=867）

令和元年度

（N＝830）

就労継続

子育て後再就職

（％）

積極的に

登用して

いきたい

19.0%

できるだけ

登用していきたい

41.1%特に登用

していく考え

はない

11.3%

その他

5.4%

わからない

19.6%

不明・無回答

3.6%

事業所（N=168）

  ■女性が職業を持つことに対する考えの経年比較     ■女性管理職の登用への意向（事業所等実態調査） 

（市民意識調査）  

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 

・市民、事業所ともに女性の就労や女性の活躍を推進する意識が高まっており、こ

の機運を継続していくことが重要です。 

・事業所における女性活躍の阻害要因として家事・育児等の考慮があげられており、

また、管理職になる際のイメージで「仕事と家庭生活の両立が困難になる」が女

性で多くあげられるなど、家庭的責任が女性のみに偏っていることが課題である

ことが考えられます。職場においても、女性の活躍とあわせて男性の家事・育児・

介護への参画を進めるための意識改革や取組の促進が求められます。 

 

 

 

（３）家庭における現状について 

〇家事、育児、介護に携わる時間は、平日の女性は「～３時間未満」が、男性は「30 分未満」

が最も高くなっています。休日の女性は「５時間以上」が、男性は「～３時間未満」が最も高

くなっており、平日、休日ともに、女性のほうが家事、育児、介護時間が長くなっています。 

〇家事、育児、介護に携わる時間を経年でみると、男性で「まったく関わっていない」とする割

合が平日、休日ともに減少しており、男性の家事、育児、介護への参画がやや進んでいます。 
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30.1

22.4

22.2

17.0

0% 20% 40%

【平日】

平成26年度（Ｎ=356）

令和元年度（N＝312）

【休日】

平成26年度（Ｎ=356）

令和元年度（N＝312）

■平日、休日に家事、育児、介護に「まったく関わっていない」男性の経年比較（市民意識調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 

・男性の家事、育児、介護への参画はやや進んでいることがうかがえますが、依然

として女性の方が家庭的責任を多く担っている状況にあります。家庭の中で、従

来の固定的な性別役割分担を見直し、責任を分かち合っていくことが必要です。 

 

 

 

（４）職業生活について 

◆平成 30 年度に出産した、または配偶者が出産した従業員の育児休業の取得率は女性従業員

95.4％、男性従業員 3.5％となっています。男性従業員の育児休業の取得率は国の調査結果で

ある 6.16％（厚生労働省「平成 30 年度雇用均等基本調査」）を下回っています。 

☆事業所ヒアリングでは、男性従業員の育児休業の取得が進まない理由として、社会や職場の

雰囲気が醸成されていないこと、上司である管理職社員に意識が薄いことなどがあげられて

います。 

〇実際と理想の生活のバランスについてみると、理想は、男女ともに「「仕事」と「家庭生活」

をともに優先」する生活が最も高くなっていますが、実際の生活は、女性は「「家庭生活」を

優先」、男性は「「仕事」を優先」となっています。 

◆従業員のワーク・ライフ・バランスを支援する取組の実施状況には、「すでに取り組んでいる」

が 24.4％、「現在検討・計画中である」が 8.3％となっています。「必要性は感じているが、取

組みは行っていない」は 43.5％と、最も割合が高くなっています。 

☆事業所ヒアリングでは、仕事と家庭の両立のために推進している取組として、在宅勤務やフ

レックス等の、柔軟な働き方をあげる回答が多くなっています。 
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95.4 

3.5 

4.6 

96.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出産した女性従業員

（N=280）

配偶者が出産した

男性従業員（N=508）

育児休業を取得した 育児休業を取得しなかった

■育児休業の取得率（事業所等実態調査） 

 

 

 

 

 

 

課題 

・男性の育児休業の取得は進んでおらず、特に本市においては全国よりも取得率が

下回っている状況です。男女共同による子育てを進めるためにも、育児休業の取

得をより一層促進していくことが重要です。 

・ワーク・ライフ・バランスに関して、男女ともに希望にかなった生活が実現して

おらず、固定的な性別役割分担に基づく生活となってしまっている現状がうかが

えます。事業所においてはワーク・ライフ・バランスに関して４割の事業所が取

り組めていない状況であり、具体的に男性の長時間労働の改善や女性の活躍促進、

家庭における家事等の分担についての手法を提示していく必要があります。 

・令和２年度に国内外で流行した新型コロナウイルス感染症の影響により、調査実

施時に比べて在宅勤務等の働き方が浸透してきています。感染症の収束の見通し

が不透明ななかにあって、多様な働き方等を促進していくことが求められます。 

 

 

 

（５）地域活動について 

〇地域活動の中での役割分担は、「会長などの役職」「催物の企画・決定」「会議・集会などの運

営・取仕切り」で主に男性が担当する割合が高く、「集会などでのお茶くみ・調理」のみ、主

に女性が担当する割合が高くなっています。 

☆団体ヒアリングでは、会長や役員には男性しかいないこと、女性がお茶くみや食事関係の仕

事を担っていることなどを指摘する意見が多くあげられています。また、防災組織の活動に

おいても、女性が意見を言える機会が少ないという声も聞かれました。 
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1.7

1.7

2.1

32.8

3.4

5.7

5.1

2.2

45.9

29.7

35.0

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

Ａ 会長などの役職

Ｂ 催物の企画・決定

Ｃ 会議・集会などの運営・取仕切り

Ｄ 集会などでのお茶くみ・調理

市民（N=830）

主に女性・女性が多い 女性と男性が同程度

主に男性・男性が多い

■地域活動における男女の役割について（市民意識調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 

・依然として、地域において組織の代表等は男性で、補助的な役割は女性という関

係がみられます。地域活動や自主防災活動などにおいて、女性の参画を促進する

とともに、女性の意見を反映するための仕組みづくりが必要です。 

 

 

（６）ＤＶについて 

○「デートＤＶ（結婚していない恋人間等でおきるＤＶ）」や「社会的ＤＶ（友人と会うことや

実家などへの外出を制限する等）」の認知度がやや低くなっており、正しい知識の普及が必要

です。 

〇ＤＶの被害経験の割合は女性で 13.0％と、１割を超えています。女性の被害経験者が受けた

ＤＶの内容は、「精神的な暴力」が 80.0％、「身体的暴力」が 52.3％となっています。 

〇ＤＶを経験した際の相談について、「相談しようとは思わなかった」が 21.9％、「相談したか

ったが、相談しなかった」が 26.0％となっており、相談につながっていない被害者が一定程

度みられます。 

○ＤＶの相談窓口の認知度は「知っている」が 45.4％、「知らない」が 51.7％となっています。

経年でみて認知度が低下しており、また、愛知県調査と比較しても本市の認知度が低くなっ

ていることから、被害に遭った際に適切な相談につながるよう、より一層、相談窓口の周知

を進めていく必要があります。 

▽ＤＶに関する市民等からの相談や事業への関わりがあった職員の割合は 15.7％となっていま

す。ＤＶに関して、市民等からの相談等があった際に困ったことは「緊急性などの判断に迷

った」が最も高くなっています。 
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13.0

2.6

0.8

3.2

0% 10% 20%

女性

（N=501）

男性

（N=312）

被害の経験がある

加害の経験がある

48.1

51.2

45.4

48.0

45.3

51.7

3.9

3.5

2.9

0% 50% 100%

平成21年度

（Ｎ=1,094）

平成26年度

（Ｎ=867）

令和元年度

（N＝830）

知っている 知らない 不明・無回答

22.7 28.1 46.7 2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=830）

まったく知らない ことばは聞いたことがある

ことばの内容を理解している 不明・無回答

■DV 被害・加害の経験（市民意識調査）       ■DV の相談窓口の認知度の経年比較（市民意識調査） 

 

 

 

 

 

 

 

課題 

・ＤＶについて正しい知識はまだ市民に十分浸透しているとは言えないため、さ

らなる情報発信が必要です。 

・ＤＶ被害が相談につながっていないことも多く潜在していることが考えられ、

また相談窓口の認知度も高まっていないことから、ＤＶ被害に遭った際に適切

な相談につながるよう、より一層、相談窓口の周知を進めていく必要がありま

す。 

・ＤＶ被害を確認した際に市役所等関係機関において適切に支援に向けた対応が

できるよう、体制の強化が必要です。 

 

 

 

（７）性の多様性について 

○性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）という言葉の認知度は、「ことばの内容を理解している」が

46.7％となっており、20 歳代～50 歳代ではその割合が５割を超えています。 

〇性的マイノリティの人たちが暮らしやすい社会にするために必要な支援は、男女ともに「幼

少期からの教育の充実」が最も高くなっています。 

 

■性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）という言葉の認知度（市民意識調査） 
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53.3

50.1

35.8

32.9

29.0

0% 20% 40% 60% 80%

保育施設や保育サービスなどの子育て支援を充実する

介護施設や介護サービスなどの福祉施策を充実する

子育てや介護等でいったん仕事を辞めた人の

再就職を支援するための講座を充実する

学校教育において男女平等教育を浸透させる

DVやハラスメントなどの人権侵害行為を防止する

市民（N=830）

 

課題 

・性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）についての認知度は、特に若い世代を中心に高

まっています。多様性を認め合える社会づくりに向けて、子どもの頃からの教

育を中心に取組を進めていく必要があります。 

 

 

 

（８）男女共同参画全般について 

○市の施策に女性の意見や考え方が反映されていると思うかは、「十分反映されている」と「あ

る程度反映されている」を合わせた割合が 18.1％、「あまり反映されていない」と「ほとんど

反映されていない」を合わせた割合が 20.3％となっています。市の施策に女性の意見や考え

方が反映されていない理由については、「市議会や行政などの政策方針決定の場に女性が少な

いから」が最も高くなっています。 

○男女共同参画を実現するための刈谷市の取組みは、男女ともに「保育施設や保育サービスな

どの子育て支援を充実する」が最も高く、次に「介護施設や介護サービスなどの福祉施策を

充実する」となっています。 

■男女共同参画を実現するための刈谷市の取組み（市民意識調査） ※上位 5 位までを抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

課題 

・女性の意見が市の施策へ反映されていないと感じる割合が約２割となっており、

その理由は政策方針決定過程への女性の参画の少なさがあげられています。 

・男女共同参画の推進にあたっての市の役割として、保育・子育てや介護などに関

する施策があげられており、男女が共に職業生活と家庭生活、地域生活を両立す

るための基盤整備が求められています。 
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89.3

64.3

10.7

35.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事や活動

家庭

（N=112）

あった なかった

67.0

83.1

33.0

16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事や活動（N=100）

家庭（N=72）

増えた 減った

（９）コロナ禍とジェンダーについて 

コロナ禍における男女共同参画に関する現状や課題を把握するため、アンケート調査を実施

しました。 

 

■「コロナ禍とジェンダー」に関するアンケート調査の実施概要 

区分 内容 

調査対象者 「日本女性会議 2020 あいち刈谷実行委員会」関係者 

回答数 112 人 

実施時期 令和２年 11 月 

回答者の性比 女性：69.6％、男性：30.4％、その他：0.0％ 

 

コロナ禍において、『仕事や活動』『家庭』において変化があったかたずねたところ、「あった」

と回答する割合が『仕事や活動』で 89.3％、『家庭』で 64.3％となっており、多くの人が変化を

感じています。また、その変化による負担については、「増えた」が『仕事や活動』で 67.0％、

『家庭』で 83.1％となっています。 

変化の内容に関する自由意見として、『仕事や活動』では「団体の催しがなくなったことによ

る準備負担の減少」や「通勤の負担が減った」という負担の軽減があげられる一方で、「安否確

認がとりにくい」「気を遣うことが増えた」「仕事をし続けてしまう」といった影響もあるとい

うことです。『家庭』における変化の内容に関する自由意見では、良い変化として「夫が在宅勤

務になり家事をしてくれるようになった」「隙間時間で家事ができるようになった」などが、悪

い変化として「子どもをみる分負担が増えた」「昼食の準備等が必要になったり、音がうるさい

ため掃除ができないなど思うように家事が進まなかった」などがあげられています。 

■コロナ禍における変化 

 

 

 

 

 

 

■変化によるあなた自身の負担 
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74.1

57.1

54.5

49.1

47.3

42.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

働き方の改革

DVの深刻化・顕在化

児童虐待の増加

貧困問題

在宅勤務による家事負担増

孤立

（N=112）

コロナ禍のジェンダートピックのうち、気になったものでは、「働き方の改革」が 74.1％と最

も高く、在宅勤務や時差出勤などの柔軟な働き方に注目が集まっている状況がうかがえます。

次いで「ＤＶの深刻化・顕在化」「児童虐待の増加」があげられており、外出自粛や休業などの

生活への不安が高まった状況の中で女性や子ども等が暴力の被害に遭うことへの懸念が高まっ

ています。 

 

■コロナ禍のジェンダートピックのうち、気になったもの ※40％以上の項目を抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、人々の生活は大きく変化してい

ることがうかがえ、仕事や活動、家庭生活においても負担感が増大している状況

にあります。 

・働き方の改革に注目が集まっており、今後も進展していくことが期待されます。

一方でＤＶや児童虐待、貧困等の困難な状況に置かれている人々の問題が浮かび

上がってきており、本市においても実態の把握や対応の検討を進めていく必要が

あります。 
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6.7 66.7 26.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

指標数15

A判定 B判定 C判定 D判定

 

３ 第２次プランの進捗状況 

（１）評価指標の達成状況 

本市では、「第２次刈谷市男女共同参画プラン」から、進捗管理を行うための数値目標を設

定しています。平成 28 年３月改訂の「第２次刈谷市男女共同参画プラン【改訂版】」において

設定した数値目標の、直近の進捗状況は次のとおりです。 

「評価」については、直近値が目標値を達成していればＡ、目標値に達していないが当初値

から改善している場合はＢ、当初値と変化がない場合はＣ、直近値よりも悪化している場合は

Ｄとして判定しました。 

 

■達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

15 指標のうち、Ａ判定とＢ判定を合わせて 73.4％となっており、大部分が改善していま

す。Ｄ判定が多い指標は基本目標３の（３）子育て、介護をする家庭への支援の充実、基本目

標４の（１）ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）をはじめとするあらゆる暴力の防止、

（２）生涯を通じた健康づくりへの支援となっています。 

 

基本目標１ 男女共同参画の意識づくり 

施策 指標 
当初値 

（Ｈ26） 

直近値 

（Ｒ1） 
目標値 評価 

(1)男女共同

参画に関する

意識啓発活動

の推進 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべ

き」という考えについて、「反対」

「どちらかといえば反対」と感じる

市民の割合（男女共同参画に関する市民意識調

査） 

41.6% 50.0％ 50.0% Ａ 

(2)子ども・

若者の男女共

同参画の意識

づくり 

社会全体において、男女の地位が

「平等である」と感じる 20 代の市民

の割合（男女共同参画に関する市民意識調査） 

13.2% 15.8％ 50.0% Ｂ 

(3)市役所職

員の男女共同

参画意識の向

上 

業務において、男女共同参画の視点

から気をつけていることが「ある」

と回答する職員の割合（職員意識調査） 

48.6% 49.6% 90.0% Ｂ 
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基本目標２ さまざまな分野における男女共同参画の推進 

施策 指標 
当初値 

（Ｈ26） 

直近値 

（Ｒ1） 
目標値 評価 

(1)政策・方

針決定過程

への女性の

参画促進 

審議会等における女性委員の割合 20.9％ 
（H27.4） 

29.2％ 
（H31.4） 

35.0% Ｂ 

(2)職場にお

ける女性の

活躍の推進 

市内に本社を置き従業員が 301 人以

上の事業所の、女性活躍推進法に基

づく一般事業主行動計画の中で掲げ

る女性管理職の割合（平均） 

1.1％ 
（H27 年度） 3.0％ 5.0％ Ｂ 

市役所女性管理職（課長職以上）の

割合 
4.5％ 

（H27.4） 
9.4％ 10.0％ Ｂ 

(3)地域にお

ける男女共

同参画の推

進 

地区委員の女性割合 3.1% 4.4％ 30.0% Ｂ 

 

基本目標３ 仕事と生活のバランスがとれたまちづくり 

施策 指標 
当初値 

（Ｈ26） 

直近値 

（Ｒ1） 
目標値 評価 

(1)長時間労

働の是正に

よ るワー

ク・ライ

フ・バラン

スの推進 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ･ バランス）」を支援する取組に

ついて、「すでに取り組んでいる」

事業所の割合（事業所等実態調査） 

17.4% 24.4% 35.0% Ｂ 

(2)男性の家

事・育児・

介護への参

画促進 

平日の家事、育児、介護に携わって

いる時間が「１時間以上」と回答す

る男性市民の割合 
（男女共同参画に関する市民意識調査） 

13.8% 18.6% 25.0% Ｂ 

休日の家事、育児、介護に携わって

いる時間が「１時間以上」と回答す

る男性市民の割合 
（男女共同参画に関する市民意識調査） 

32.7% 40.6% 50.0% Ｂ 

(3)子育て、

介護をする

家庭への支

援の充実 

男女共同参画社会実現のため、今後

市が力を入れるべきこととして「保

育施設や保育サービスなどの子育て

支援を充実する」ことを挙げた市民

の割合 
（男女共同参画に関する市民意識調査） 

50.7% 53.3% 25.0% Ｄ※ 
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施策 指標 
当初値 

（Ｈ26） 

直近値 

（Ｒ1） 
目標値 評価 

男女共同参画社会実現のため、今後

市が力を入れるべきこととして「介

護施設や介護サービスなどの福祉施

策を充実する」ことを挙げた市民の

割合 
（男女共同参画に関する市民意識調査） 

49.8% 50.1% 25.0% Ｄ※ 

 ※基本項目３施策（３）「子育て、介護をする家庭への支援の充実」の目標値については、これらの指標の数値が高い状態を 

施策に対する満足度が低いと捉え、これら数値を下げ、子育て・介護施策への満足度向上を図ります。 

 

 

基本目標４ 人権を尊重し、男女が共に健康に暮らせるまちづくり 

施策 指標 
当初値 

（Ｈ26） 

直近値 

（Ｒ1） 
目標値 評価 

(1)ﾄﾞﾒｽﾃｨｯ

ｸ･ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ

（DV）をは

じめとする

あらゆる暴

力の防止 

ＤＶについて相談できる窓口がある

ことを「知っている」市民の割合 
（男女共同参画に関する市民意識調査） 

51.2% 45.4% 55.0% Ｄ 

(2)生涯を通

じた健康づ

くりへの支

援 

日ごろから健康づくりを実践してい

ると感じている市民の割合 
（市民意識調査） 

72.5% 68.6% 

(H30 年度) 
80.0% Ｄ 

(3)さまざま

な困難を抱

える市民へ

の支援の充

実 

刈谷市の社会保障制度の適正運用に

ついて、「満足」「やや満足」と感じ

ている市民の割合 
（市民意識調査） 

19.7% 22.3% 

(H30 年度) 
30.0% Ｂ 
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４ 刈谷市の現状課題のまとめ 

（１）男女共同参画の意識づくり 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」に代表されるような固定的な性別役割分担意識は、

本市において少しずつ解消されている状況がみられますが、一方でさまざまな分野の平等感は

高まっていません。実際の生活実感に反映させるためには社会全体の機運づくりや個々の意識

の変革、行動への変容が求められ、総合的な啓発や情報発信、学習機会の提供等を行っていく

必要があります。 

（２）さまざまな分野における男女共同参画の推進 

本市の審議会等における女性委員の割合、市役所女性管理職の割合については、いずれも少

しずつ上昇傾向にありますが、目標の達成には至っていません。本市の市議会議員における女

性議員の割合も上昇傾向にありますが、平成 30 年５月に施行された「政治分野での男女共同

参画の推進に関する法律」に基づき、男女の候補者の数の均等化などが求められるところで

す。 

地区委員の女性割合は上昇傾向にあるものの、依然として５％に満たない状況であり、地域

組織における男女共同参画はさらに加速化させていく必要があります。 

（３）仕事と生活のバランスがとれたまちづくり 

市民意識調査では、前回に比べて女性の就労継続を支持する割合が高まっています。「女性

活躍推進法」が平成 27 年に成立し、社会全体においても仕事の場での女性活躍を推進する機

運が醸成されてきつつあると言えます。しかし、女性の労働力率の M 字カーブは国、県よりも

谷が深く、男性の育児休業の取得率も国を下回るなど、実際の生活の中ではまだ固定的な性別

役割分担が根付いている状況がうかがえます。 

自動車関連産業の集積を背景に、本市は男性の人口が多く、また第二次産業に従事する人が

男女ともに多くなっています。ワーク・ライフ・バランスが実現していない市民の現状、ワー

ク・ライフ・バランスに取り組めていない事業所が多いこと、男性の家庭生活等への参画が依

然として十分とは言えない状況等を踏まえ、本市の現状に基づき、男性や事業所に対するより

一層の取組が求められます。また、新型コロナウイルス感染症の流行により加速化した柔軟な

働き方についても、希望する生活バランスを実現させる観点から市民生活に定着するよう促進

していくことが重要です。 

（４）人権を尊重し、男女が共に健康に暮らせるまちづくり 

ＤＶに関する相談件数は、平成 28 年度以降増加傾向にあります。また、市民意識調査によ

れば被害経験者は女性の約１割となっており、さらにそのうち相談につながっていない被害者

が一定程度みられます。相談窓口の認知度も高まっておらず、ＤＶに関して相談しやすい環境

づくりやＤＶに関する正しい知識の普及等を進めていく必要があります。 
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また、近年は地方自治体においても「ＳＤＧｓ」の達成に向けた取組を加速させていく動き

があり、国の第５次男女共同参画基本計画においても、「男女共同参画基本計画の目指すべき

社会」の一つとして盛り込まれています。「誰一人取り残さない」持続可能なあり方、考え方

が尊重される地域社会の実現に向けて、多様な性や生活に困難を抱える男女等に対する取組を

推進していく必要があります。 

 


